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第 号議案 第 期（令和 年度）事業報告承認の件

令和７年度事業報告

１ 総務委員会
本会の合理的運営に必要な諸規定・規約の見直しを行った。また、地区会の会計処 理

の効率化と適正化に努め、事業活動が円滑に推進されるための予算編成も行った。
法人会の活性化に資するべく、会員相互の交流を目的とした各同好会活動の調整を行っ
た。

活動状況：総会１回、理事会４回、常任理事会２回、委員会４回

２ 組織委員会
新入会員の法人会活動への参加推進に向け、年３回「会員交流・新入会員歓迎会」を開
催。
組織力向上に向け、保険会社等の受託会社推進員や当会役員による新規会員の加入勧奨
に努めた。
【会員数推移】 現在（単位：件）
年度初 入会 退 会 年度末

活動状況：委員３回、会員交流会（新入会員歓迎会）３回、就職支援事業３回

３ 税制委員会
全国法人会総連合主催による「税制セミナー」等への参加を通じて、同連合による税制
アンケートに回答した。
中小企業が抱える諸問題を税制改正要望にとりまとめ、同連合に提出した。
当会をはじめ全国の単位会の要望は、同連合により取り纏められ、政府をはじめ各政党等
に提出された。
税の知識の普及活動を目的とする研修会をオンライン配信併用による法人税等説明会を
開催した。
活動状況：秋季税務研修会（麹町税務署長特別講演会）１回、
税務研修会（国税）３６回、税務研修会（地方税）４回、委員会１回

４ 広報委員会
会員及び関係官公庁や団体に当会の活動内容を広く広報するため、情報誌
「 」を年４回（５月・８月・ 月・２月）発刊した。
発刊に際しては、主に当会が主催する各種説明会・講演会等の事業活動の紹介のほか、
「税務署だより」「都税だより」「区税だより」「麹町消防署だより」「麹町警察署だよ
り」等、官公庁情報の会員広報に努めた。
当会ウェブサイトから会員及び一般向けの研修会情報等を配信した。
活動状況：委員会４回、法人会の 、税務広報等
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５ 公益事業委員会
東京税理士会麹町支部所属の税理士を講師に迎え、日商簿記３級程度の内容による簿記
教室を延べ１１日間開催した。（令和 年度受講者数： 名）
地域社会向け租税教育事業として千代田租税リバークルーズを開催。
（午前・午後と 便 参加者合計 名）

６ 厚生委員会
社会保険実務セミナーを４回開催（受講者延べ 名）した。
新入社員研修会２日間コースを開催（受講者 名）した。
地域企業の健全な発展に資する事業として「事業継続力強化計画セミナー」を開催
活動状況：社会保険実務セミナー４回、特別講演会１回、新入社員研修会２日間コー

ス１回

７ 青年部会
中小企業青年経営者相互のネットワーク構築による情報交換に努めたほか、全国法人会
総連合配信による「健康経営プロジェクト」の推進活動を引き続き行った。
活動状況：連絡協議会１回、役員会３回、税務研修会１回、租税教育２回
新入部会員歓迎会１回、忘年会１回

全法連全国青年の集い、全法連＆東法連事業への参加１５回

８ 女性部会
会員相互の和を最も大切にしつつ、税務知識の研修はもとより、女性の更なる地位向上
のための教養文化事業の充実などを通じ、法人会全体の一翼を担う部会活動を展開した。
千代田区内の小学生を対象とした租税教育事業「税に関する絵はがきコンクール」を実
施 応募作品数 点 したほか、児童館や学童保育の場を利用して「税金かるた」を使用し
た租税教育を開催した。
活動状況：連絡協議会１回、役員会４回、租税教育事業２回、税務研修会１回

新入部会員歓迎会２回、全法連全国女性フォーラム、社会貢献活動２回、
教養文化事業１回、交流事業１回、忘年会１回、
全法連＆東法連事業への参加８回

９ 地区会
各地域単位で連絡協議会のほか、税務研修会や文化研修会等を実施した。
地域企業の異業種交流、事業の情報交換等を目的とした親睦を目的に、文化研修会を開
催した。
活動状況：役員会、税務研修会１回、文化研修会２回、経営セミナー１回
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第2号議案　第15期（令和7年度）財務諸表承認の件

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資産の部

  １　流動資産

　　　　現金預金

　　　　未収会費

　　　　前払金

　　　流動資産合計

　２　固定資産

　　(1)　その他固定資産

　　　 　ソフトウェア

　　 　　電話加入権

　　 　　出資金

　　   　保証金

　　その他固定資産合計

 　（2） 特定資産

         会館建設引当預金

  　特定資産合計

  　固 定 資 産 合 計

資　　産　　合　　計

Ⅱ  負債の部

　１　流動負債

　　　　未払金

　　　　前受金

　　　　預り金

　　　 法人税等引当額

　　 　流 動 負 債 合 計

　２　固定負債

　　　　役員退職慰労引当金

　  　固 定 負 債 合 計

負　　債　　合　　計

Ⅲ  正味財産の部

　１　基　金

　　　基　金

　２　指定正味財産

　　　指 定 正 味 財 産 合 計

　３　一 般 正 味 財 産

　 (1)　代替基金

　 (2)  その他一般正味財産

      一 般 正 味 財 産 合 計

     （うち特定資産への充当額）

      正 味 財 産 合 計

負債及び正味財産合計

貸   借   対   照   表

令和 8年 3月31日現在
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(1)　経　常　収　益

　　　　 基本財産運用益 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　　　　基本財産受取利息 0 0

　　　　 特定資産運用益 ( 107,307 ) ( 54,570 ) ( 52,737 )

           特定資産受取利息 107,307 54,570 52,737

         会費収益 ( 26,345,000 ) ( 26,444,700 ) ( -99,700 )

           正会員会費収益 26,345,000 26,444,700 -99,700

        事業収益 ( 556,000 ) ( 550,000 ) ( 6,000 )

          研修会事業収益 556,000 550,000 6,000

        補助金等収益 ( 14,034,316 ) ( 13,938,200 ) ( 96,116 )

          受取東法連補助金 1,240,000 1,595,000 -355,000

          受取全法連補助金（補助金A） 12,794,316 12,343,200 451,116

        雑  収  益 ( 2,017,467 ) ( 2,102,333 ) ( -84,866 )

          受取利息 27,637 9,559 18,078

          雑収益1 1,939,830 2,092,774 -152,944

          雑収益2(前期損益修正） 50,000 0 50,000

     経  常  収  益  計 43,060,090 43,089,803 -29,713

　　(2)　経　常　費　用

　　　　 事  業  費 ( 45,734,595 ) ( 39,019,573 ) ( 6,715,022 )

　　　　　 役員報酬 2,670,000 2,002,500 667,500

　　　　　 給料手当 8,862,859 10,127,988 -1,265,129

　　　　　 賞与手当 2,118,200 2,247,161 -128,961

　　　   　臨時雇賃金 5,051,190 3,131,468 1,919,722

　　     　退職給付費用 534,000 445,000 89,000

　　     　退職給付共済掛金 21,360 21,360 0

           福利厚生費 2,180,310 2,430,100 -249,790

           会議費 763,132 1,607,551 -844,419

           旅費交通費 884,967 1,035,957 -150,990

           通信運搬費 5,787,963 5,328,513 459,450

           情報システム費 829,002 809,350 19,652

           減価償却費 170,355 172,920 -2,565

           消耗什器備品費 1,162,699 22,456 1,140,243

           消耗品費 390,977 142,960 248,017

           修繕費 30,167 22,741 7,426

           施設利用料 1,703,718 1,962,357 -258,639

           製本印刷費 2,420,600 2,494,152 -73,552

           水道光熱費 424,028 335,067 88,961

           地代家賃 4,394,176 1,837,594 2,556,582

           保険料 19,762 28,661 -8,899

           諸謝金 890,554 743,133 147,421

           租税公課 0 0 0

           支払負担金 141,753 220,968 -79,215

           リース料 565,326 366,686 198,640

           諸会費 0 214,500 -214,500

           手数料 655,817 372,950 282,867

           雑費 3,061,680 895,480 2,166,200

正 味 財 産 増 減 計 算 書

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで
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         管　理　費 ( 7,832,601 ) ( 6,209,635 ) ( 1,622,966 )

　　　　　 役員報酬 330,000 247,500 82,500

           給料手当 1,095,412 1,251,778 -156,366

           賞与手当 261,800 277,739 -15,939

           臨時雇賃金 0 387,038 -387,038

　　     　退職給付費用 66,000 55,000 11,000

           退職給付共済掛金 2,640 2,640 0

           福利厚生費 269,479 300,353 -30,874

           会議費 1,311,948 283,687 1,028,261

           旅費交通費 499,962 585,261 -85,299

           通信運搬費 449,067 413,421 35,646

           情報システム費 64,322 62,797 1,525

           減価償却費 34,648 0 34,648

           消耗什器備品費 90,212 1,744 88,468

           消耗品費 35,391 91,278 -55,887

           修繕費 6,313 4,759 1,554

           施設利用料 245,129 218,041 27,088

           製本印刷費 605,150 623,538 -18,388

           水道光熱費 88,705 70,095 18,610

           地代家賃 919,220 384,406 534,814

           保険料 4,138 6,000 -1,862

           諸謝金 170,500 185,784 -15,284

           租税公課 0 12,600 -12,600

           支払負担金 141,753 220,969 -79,216

           リース料 124,099 80,494 43,605

           諸会費 313,000 214,500 98,500

           手数料 81,059 46,098 34,961

           雑費 622,654 182,115 440,539

　　経　常　費　用　計 53,567,196 45,229,208 8,337,988

　　当 期 経 常 増 減 額 -10,507,106 -2,139,405 -8,367,701

　２　経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

　　　　 経常外収益計 0 0 0

　　(2)　経常外費用

          ｿﾌﾄｳｴｱ除却損 158,510

　　　　 経常外費用計 158,510 0 0

    当 期 経 常 外 増 減 額 -158,510 0 0

　税引前当期一般正味財産増減額 -10,665,616 -2,139,405 -8,526,211

　法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

　当期一般正味財産増減額 -10,735,616 -2,209,405 -8,526,211

　一般正味財産期首残高 75,588,217 77,797,622 -2,209,405

　一般正味財産期末残高 64,852,601 75,588,217 -10,735,616

Ⅱ  指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

　　当期基金増減額 0 0 0

　　　基金期首残高 0 0 0

　　　基金期末残高 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 64,852,601 75,588,217 -10,735,616



－6－

１　重要な会計方針

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

(1)　消費税等の会計処理

税込方式を採用

(2)　有価証券の評価基準及び評価方法

購入時の取得原価で評価(満期保有目的の債券)
　

２　会計方針の変更

　　変更なし

３　特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおり

４　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び当期末残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び当期末残高は次のとおり

東法連助成金

全法連助成金

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおり
（単位：円）

什器備品

　ソフトウェア

《附属明細書》

1 特定資産の明細

  　〃（三菱UFJ銀行/丸の内）

宮城県公債36回1号（10年） ( ) ( ) ( ) ( )

第163回利付国債（5年） ( ) ( ) ( ) ( )

預り金 ( ) ( ) ( ) ( )

２　会計方針の変更引当金の明細

1,050,000

当期末残高

役員退職慰労引当金 450,000 600,000 0 1,050,000

合　　　　　計

0

15,507,507 

8,000,000 

19,408,140 

10,000,000

9,401,610

6,5306,530

0

0

0

0

0

0

0

20,000,000 

0

450,000 600,000 0

合　　　　　計

10,000,000

9,401,610

62,915,647 0 20,000,000 

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

0

0

0

158,510 

962,500 32,083 

42,915,647

国内公債ほか(野村証券/本店）

8,000,000

19,408,140

定期預金（みずほ銀行/九段）

　〃（興産信用金庫/飯田橋）

20,000,000

15,507,507

特 定 資 産

会館建設引当特定資産

0

0

62,915,647 0

（単位：円）

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　　計

合　　　　計

(一社)東京法人会連合会 0

科　　　　　　目

0

取得価額

(公財)全国法人会総連合 0

ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ研修受付機能(R8.3除却）

なかまﾈｯﾄ導入時初期費用(R8.2供用）

930,417

12,794,316 

14,034,316 

当期減少額

減価償却累計額

14,034,316 

財務諸表に対する注記

（単位：円）
科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期末残高

会館建設引当特定資産

交付者

合　　　　　計 20,000,000 42,915,64762,915,647 0

特 定 資 産

前期末残高 当期増加額補助金等の名称

1,827,100 738,173 

864,600 706,090 

930,417

158,510 0

12,794,316 

1,240,000 

当期末残高

0

当期末残高

0

当期減少額

20,000,000

1,240,000 0

当期除却損

42,915,647

（単位：円）
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（単位：円）
区　　分 科　　目 場所・物量等 使用目的等 金　　　　額

(流動資産)
現 金 手　元　有　高 運転資金として 105,453
普 通 預 金 ( 20,566,507)

みずほ/九段       〃 8,578,331
三菱UFJ/麹町中央       〃 1,559,562
ゆうちょ銀行       〃 15,315
楽天/マーチ       〃 10,379,763
楽天/第四営業       〃 127
興産信金/飯田橋       〃 33,409

定 期 預 金 ( 0)

未 収 会 費 ( 42,500)
令7年度会費(6件） 42,500

前 払 金 ( 516,548)
飯田橋2-9-3 4月家賃 391,908
東法連 全国女性フォーラム参加負担金 64,000
飯田橋2-9-3 4月家賃保証料 39,520
PCA会計 会計ｿﾌﾄ 4月使用料 21,120
　

21,231,008
(固定資産)
その他固定資産 ソフトウェア なかまﾈｯﾄ導入時初期費用 研修・イベント受付管理用 930,417

公益目的保有財産であり、

　内、公益目的保有 66.2% 615,936

　内、収益事業・法人会計 33.8% 314,481

電 話 加 入 権 NTT 公益目的保有財産であり、 344,163
　内、公益目的保有 66.2% 227,836

　内、収益事業・法人会計 33.8% 116,327

出 資 金 東京都火災共済 10,000
保 証 金 貸室保証金 1,781,400

特 定 資 産 会館建設引当預金 ( 42,915,647)

定期預金
　興産信金/飯田橋 会館建設資金 ( 15,507,507)

　内、公益目的保有 74% 11,475,555

　内、収益事業・法人会計 26% 4,031,952

　三菱UFJ/麹町中央 会館建設資金 ( 8,000,000)
　内、公益目的保有 74% 5,920,000

　内、収益事業・法人会計 26% 2,080,000

国内公社債・預り金口座 会館建設資金 ( 19,408,140)
　野村証券/本店 　内、公益目的保有 74% 14,362,024

　内、収益事業・法人会計 26% 5,046,116

45,981,627
67,212,635

(流動負債)
未 払 金 ( 676,650)

テンプスタッフ 公益(研修）業務に従事する職員派遣料 439,780
㈱富士ﾌｨﾙﾑBIJ 公益・管理目的業務に使用するITｻｰﾋﾞｽ料 63,816
  〃 　〃　　〃　　3月分 65,633
NAVA 　〃Google・Workspace及びIT基本ｻｰﾋﾞｽ 36,124
なかまﾈｯﾄｸﾗｳﾄﾞ利用料 　〃　会議・ｲﾍﾞﾝﾄ等参加申込管理 33,055
ASKUL 　〃　文具等消耗品 14,240
ヤマト運輸㈱ 　〃　宅配送料 13,002
ダイオーズ 　〃　ｳｵｰﾀｰｻｰﾊﾞｰ 11,000

前 受 金 ( 29,000)
R8年度法人会費 2件 29,000

預 り 金 ( 534,384)
 健康保険 事務局員 183,237
 厚生年金 　〃 40,259
雇用保険料 　〃 162,490

  源泉所得税 　〃 64,690
  住民税 　〃 67,000
　報酬料金 16,708
法人税等引当額 70,000

1,310,034
 (固定負債）

　役員退職慰労引当金 1,050,000
1,050,000
2,360,034
64,852,601

 資　産　合　計

 流動負債合計

 負　債　合　計
 正  味  財  産

 固定負債合計

  固定資産合計

財　産　目　録
令和 8年 3月31日現在

  流動資産合計

　麹町法人会館取得のための積立資産で、資産取得資金として管理されている
預金及び公社債等
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（単位：円）
科　　　　目 一般会計 特別会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ  資産の部
  １　流動資産
　　　　現金預金 20,671,960 0 0 20,671,960
　　　　未収会費 42,500 0 0 42,500
　　　　立替金 0 0 0 0
　　　　前払金 516,548 0 0 516,548
　　　流動資産合計 21,231,008 0 0 21,231,008
　２　固定資産
　　(1)　その他固定資産
　　　 　ソフトウェア 930,417 0 0 930,417
　　 　　電話加入権 344,163 0 0 344,163
　　 　　出資金 10,000 0 0 10,000
　　   　保証金 1,781,400 0 0 1,781,400
　　　　その他固定資産合計 3,065,980 0 0 3,065,980
 　（2） 特定資産
         会館建設引当預金 42,915,647 0 0 42,915,647
　　　　特 定 資 産 合 計 42,915,647 0 0 42,915,647
  　  固 定 資 産 合 計 45,981,627 0 0 45,981,627

資　　産　　合　　計 67,212,635 0 0 67,212,635
Ⅱ  負債の部
　１　流動負債
　　　　未払金 676,650 0 0 676,650
　　　　前受金 29,000 0 0 29,000
　　　　預り金 534,384 0 0 534,384
　　　 法人税等引当額 70,000 0 0 70,000
　　 　流 動 負 債 合 計 1,310,034 0 0 1,310,034
　２　固定負債
　　　　役員退職慰労金 1,050,000 0 0 1,050,000
　　 　固 定 負 債 合 計 1,050,000 0 0 1,050,000

 負　　債　　合　　計 2,360,034 0 0 2,360,034
Ⅲ  正味財産の部
　１　基　金
　　　基　金 0 0 0 0
　２　指定正味財産
　　　指 定 正 味 財 産 合 計 0 0 0 0
　３　一 般 正 味 財 産
　 (1)　代替基金 0 0 0 0
　 (2)  その他一般正味財産 64,852,601 0 0 64,852,601
      一 般 正 味 財 産 合 計 64,852,601 0 0 64,852,601
     （うち特定資産への充当額） 0 0 0 0
      正 味 財 産 合 計 64,852,601 0 0 64,852,601

負債及び正味財産合計 67,212,635 0 0 67,212,635

貸　借　対　照　表　総　括　表

令和8年 3月31日現在
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（単位：円）

科　　　　目 特別会計（注） 内部取引消去 合　　計

Ⅰ  一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(1)　経　常　収　益

　　　　 基本財産運用益 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　　　　基本財産受取利息 0 0 0

　　　　 特定資産運用益 ( 96,576 ) ( 10,731 ) ( 107,307 )

           特定資産受取利息 96,576 10,731 107,307

         会費収益 ( 26,345,000 ) ( 0 ) ( 26,345,000 )

           正会員会費収益 26,345,000 26,345,000

        事業収益 ( 556,000 ) ( 0 ) ( 556,000 )

          研修会事業収益 556,000 0 556,000

        補助金等収益 ( 14,034,316 ) ( 0 ) ( 14,034,316 )

          受取東法連補助金 1,240,000 1,240,000

             受取全法連補助金（補助金A） 12,794,316 12,794,316

        雑  収  益 ( 0 ) ( 2,017,467 ) ( 2,017,467 )

          受取利息 0 27,637 27,637

　　　　　雑収益1 0 1,939,830 1,939,830

          雑収益2（前期損益修正） 0 50,000 50,000

     経  常  収  益  計 41,031,892 2,028,198 43,060,090

　　(2)　経　常　費　用

　　　　 事業費支出 ( 45,734,595 ) ( ) ( 45,734,595 )

　　     　役員報酬 2,670,000 2,670,000

　　　　　 給料手当 8,862,859 8,862,859

　　　　　 賞与手当 2,118,200 2,118,200

　　　   　臨時雇賃金 5,051,190 5,051,190

　　     　退職給付費用 534,000 534,000

　　     　退職給付共済掛金 21,360 21,360

           福利厚生費 2,180,310 2,180,310

           会議費 763,132 763,132

           旅費交通費 884,967 884,967

           通信運搬費 5,787,963 5,787,963

           情報システム搬費 829,002 829,002

           減価償却費 170,355 170,355

           消耗什器備品費 1,162,699 1,162,699

           消耗品費 390,977 390,977

           修繕費 30,167 30,167

           施設利用料 1,703,718 1,703,718

           製本印刷費 2,420,600 2,420,600

           水道光熱費 424,028 424,028

           地代家賃 4,394,176 4,394,176

           保険料 19,762 19,762

           諸謝金 890,554 890,554

           租税公課 0 0

           支払負担金 141,753 141,753

           リース料 565,326 565,326

正 味 財 産 増 減 計 算 書 総 括 表

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般会計
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           諸会費 0 0

           手数料 655,817 655,817

           雑  費 3,061,680 3,061,680

         管　理　費　支　出 ( 0 ) ( 7,832,601 ) ( 7,832,601 )

　　     　役員報酬 330,000 330,000

           給料手当 1,095,412 1,095,412

           賞与手当 261,800 261,800

           臨時雇賃金 0 0

　　     　退職給付費用 66,000 66,000

           退職給付共済掛金 2,640 2,640

           福利厚生費 269,479 269,479

           会議費 1,311,948 1,311,948

           旅費交通費 499,962 499,962

           通信運搬費 449,067 449,067

           情報システム搬費 64,322 64,322

           減価償却費 34,648 34,648

           消耗什器備品費 90,212 90,212

           消耗品費 35,391 35,391

           修繕費 6,313 6,313

           施設利用料 245,129 245,129

           製本印刷費 605,150 605,150

           水道光熱費 88,705 88,705

           地代家賃 919,220 919,220

           保険料 4,138 4,138

           諸謝金 170,500 170,500

           支払負担金 141,753 141,753

           リース料 124,099 124,099

           諸会費 313,000 313,000

           手数料 81,059 81,059

           雑費 622,654 622,654

　　経　常　費　用　計 45,734,595 7,832,601 53,567,196

　　評価損益等調整前当期経常増減額

　　当 期 経 常 増 減 額 -4,702,703 -5,804,403 -10,507,106

　　経常外収益 0 0

　　経常外費用 158,510 158,510

　法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000

　当期一般正味財産増減額 -10,735,616

　一般正味財産期首残高 75,588,217

　一般正味財産期末残高 64,852,601

Ⅱ  指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

　　当期基金増減額 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 0 0 64,852,601

（注）「特別会計」欄の金額は、法人税法上の収益事業に該当する収支を記載している。
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公1 公2 公3 収1 他1
小　　計 小　　計 法人会計 合　　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 １ 経常増減の部

　(1) 経常収益

      基本財産運用益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      特定資産運用益 0 0 0 80,480 80,480 8,048 8,048 16,096 10,731 107,307

      会費収益 0 0 0 13,172,500 13,172,500 0 0 0 13,172,500 26,345,000

500

　　　　研修会事業収益 111,200 222,400 0 0 333,600 0 222,400 222,400 556,000

      補助金等収益 62,000 0 310,000 12,794,316 13,166,316 248,000 0 248,000 620,000 14,034,316

        受取東法連補助金 62,000 0 310,000 0 372,000 248,000 0 248,000 620,000 1,240,000

        受取全法連補助金
　　　　　（補助金A）

0 0 0 12,794,316 12,794,316 0 0 0 0 12,794,316

      雑  収  益 0 0 0 0 0 0 0 0 2,017,467 2,017,467

　　　  受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 27,637 27,637

        雑収益1 0 0 0 0 0 0 0 0 1,939,830 1,939,830

        雑収益2 0 0 0 0 0 0 0 0 50,000 50,000

 経 常 収 益 計 173,200 222,400 310,000 26,047,296 26,752,896 256,048 230,448 486,496 15,820,698 43,060,090

  (2) 経常費用

            事事　　業業　　費費 2255,,008866,,119933 44,,660033,,668833 22,,775500,,448844 55,,005511,,119900 3377,,449911,,555500 77,,114488,,559911 11,,009944,,445544 88,,224433,,004455 4455,,773344,,559955

        役員報酬 1,350,000 300,000 270,000 0 1,920,000 720,000 30,000 750,000 2,670,000

        給料手当 4,481,221 995,827 896,244 0 6,373,292 2,389,985 99,582 2,489,567 8,862,859

　　　　賞与手当 1,071,000 238,000 214,200 0 1,523,200 571,200 23,800 595,000 2,118,200

　　　　臨時雇賃金 0 0 0 5,051,190 5,051,190 0 0 0 5,051,190

        退職給付費用 270,000 60,000 54,000 0 384,000 144,000 6,000 150,000 534,000

　　　　退職給付共済掛金 10,800 2,400 2,160 0 15,360 5,760 240 6,000 21,360

　　　　福利厚生費 1,102,405 244,978 220,481 0 1,567,864 587,949 24,497 612,446 2,180,310

　　　　会議費 73,800 0 0 0 73,800 0 689,332 689,332 763,132

　　　　旅費交通費 394,704 192,505 78,940 0 666,149 210,509 8,309 218,818 884,967

　　　　通信運搬費 4,228,706 0 24,948 0 4,253,654 1,496,887 37,422 1,534,309 5,787,963

　      情報ｼｽﾃﾑ費 605,673 0 3,573 0 609,246 214,397 5,359 219,756 829,002

　　　　減価償却費 67,855 67,855 0 0 135,710 0 34,645 34,645 170,355

　　　　消耗什器備品費 849,473 0 5,011 0 854,484 300,698 7,517 308,215 1,162,699

　　　　消耗品費 225,548 8,953 145,817 0 380,318 10,659 0 10,659 390,977

　　　　修繕費 19,407 3,903 3,793 0 27,103 2,298 766 3,064 30,167

　　　　施設利用料 763,408 940,310 0 0 1,703,718 0 0 0 1,703,718

　　　　製本印刷費 2,420,600 0 0 0 2,420,600 0 0 0 2,420,600

　　　　水道光熱費 272,773 54,862 53,324 0 380,959 32,302 10,767 43,069 424,028

　　　　地代家賃 2,826,726 568,533 552,593 0 3,947,852 334,743 111,581 446,324 4,394,176

　　　　保険料 12,714 2,557 2,485 0 17,756 1,505 501 2,006 19,762

　　　　諸謝金　　 0 890,554 0 0 890,554 0 0 0 890,554

　　　　租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　支払負担金 141,753 0 0 0 141,753 0 0 0 141,753

　　　　リース料 498,454 10,341 15,856 0 524,651 36,539 4,136 40,675 565,326

　　　　諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　手数料 606,448 7,368 11,790 0 625,606 30,211 0 30,211 655,817

　　　　雑　費 2,792,725 14,737 195,269 0 3,002,731 58,949 0 58,949 3,061,680

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳  表

令和7年4月1日～令和8年3月31日まで
（単位：円）

科        目

税知識の普
及・納税意識
の高揚・税制
税務の調査研
究・提言に関
する事業

地域企業
の健全な
発展目的

事業

地域社会
への貢献
目的事業 公益共通

会員福利
厚生等目
的事業

会員交流
目的事業
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公1 公2 公3 収1 他1
小　　計 小　　計 法人会計 合　　計

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳  表

令和7年4月1日～令和8年3月31日まで
（単位：円）

科        目

税知識の普
及・納税意識
の高揚・税制
税務の調査研
究・提言に関
する事業

地域企業
の健全な
発展目的

事業

地域社会
への貢献
目的事業 公益共通

会員福利
厚生等目
的事業

会員交流
目的事業

　　　　　　管管　　理理　　費費 77,,883322,,660011 77,,883322,,660011

        役員報酬 330,000 330,000

　　　　給料手当 1,095,412 1,095,412

　　　　賞与手当 261,800 261,800

　　　　臨時雇賃金 0 0

        退職給付費用 66,000 66,000

　　　　退職給付共済掛金 2,640 2,640

　　　　福利厚生費 269,479 269,479

　　　　会議費 1,311,948 1,311,948

　　　　旅費交通費 499,962 499,962

　　　　通信運搬費 449,067 449,067

　      情報ｼｽﾃﾑ費 64,322 64,322

　　　　減価償却費 34,648 34,648

　　　　消耗什器備品費 90,212 90,212

　　　　消耗品費 35,391 35,391

　　　　修繕費 6,313 6,313

　　　　施設利用料 245,129 245,129

　　　　製本印刷費 605,150 605,150

　　　　水道光熱費 88,705 88,705

　　　　地代家賃 919,220 919,220

　　　　保険料 4,138 4,138

　　　　諸謝金 170,500 170,500

　　　　租税公課 0 0

　　　　支払負担金 141,753 141,753

　　　　リース料 124,099 124,099

　　　　諸会費 313,000 313,000

　　　　手数料 81,059 81,059

　　　　雑　費 622,654 622,654

  経常費用計 25,086,193 4,603,683 2,750,484 5,051,190 37,491,550 7,148,591 1,094,454 8,243,045 7,832,601 53,567,196

　評価損益等調整前当期経常増減額 -24,912,993 -4,381,283 -2,440,484 20,996,106 -10,738,654 -6,892,543 -864,006 -7,756,549 7,988,097 -10,507,106

　当期経常増減額 -24,912,993 -4,381,283 -2,440,484 20,996,106 -10,738,654 -6,892,543 -864,006 -7,756,549 7,988,097 -10,507,106

２  経常外増減の部

  (1) 経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

  (2) 経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 158,510 158,510

    　法人税住民税及び事業税 0 70,000 70,000

  当期一般正味財産増減額 -24,912,993 -4,381,283 -2,440,484 20,996,106 -10,738,654 -6,892,543 -864,006 -7,756,549 7,759,587 -10,735,616

  一般正味財産期首残高 -189,984,522 -34,908,354 -27,623,168 243,568,070 -8,947,974 -60,552,195 -14,621,200 -75,173,935 167,680,299 75,588,217

  一般正味財産期末残高 -214,897,515 -39,289,637 -30,063,652 264,564,176 -19,686,628 -67,444,738 -15,485,206 -82,930,484 175,439,886 64,852,601

Ⅱ  指定正味財産増減の部 0

     当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

     指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

     指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

    当期基金増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 -214,897,515 -39,289,637 -30,063,652 264,564,176 -19,686,628 -67,444,738 -15,485,206 -82,930,484 175,439,886 64,852,601

 《参考》公益事業比率 70.0%
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（単位：円）

行 科　　　　目 当年度 前年度 増　減

1 Ⅰ  一般正味財産増減の部

2 　１　経常増減の部

3 　　(1)　経　常　収　益

4 　　　　 基本財産運用益 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

5 　　　　　　基本財産受取利息 0 0 0

6 　　　　 特定資産運用益 ( 107,307 ) ( 54,570 ) ( 52,737 )

7            特定資産受取利息 107,307 54,570 52,737

8          会費収益 ( 26,345,000 ) ( 26,444,700 ) ( -99,700 )

9            正会員会費収益 26,345,000 26,444,700 -99,700

10         事業収益 ( 556,000 ) ( 550,000 ) ( 6,000 )

11           研修会事業収益 556,000 550,000 6,000

12         補助金等収益 ( 14,034,316 ) ( 13,938,200 ) ( 96,116 )

13           受取東法連補助金 1,240,000 1,595,000 -355,000

14             受取全法連補助金（補助金A） 12,794,316 12,343,200 451,116

15         雑  収  益 ( 2,017,467 ) ( 2,102,333 ) ( -84,866 )

16           受取利息 27,637 9,559 18,078

17           雑収益1 1,939,830 2,092,774 -152,944

18           雑収益2（前期損益修正） 50,000 0 50,000

19      経  常  収  益  計 43,060,090 43,089,803 -29,713

20 　　(2)　経　常　費　用

21 　　　　　 役員報酬 3,000,000 2,250,000 750,000

22 　　　　　 給料手当 9,958,271 11,379,766 -1,421,495

23 　　　　　 賞与手当 2,380,000 2,524,900 -144,900

24 　　　   　臨時雇賃金 5,051,190 3,518,506 1,532,684

25 　　     　退職給付費用 600,000 500,000 100,000

26 　　     　退職給付共済掛金 24,000 24,000 0

27            福利厚生費 2,449,789 2,730,453 -280,664

28            会議費 2,075,080 1,891,238 183,842

29            旅費交通費 1,384,929 1,621,218 -236,289

30            通信運搬費 6,237,030 5,741,934 495,096

31            情報システム費 893,324 872,147 21,177

32            減価償却費 205,003 172,920 32,083

33            消耗什器備品費 1,252,911 24,200 1,228,711

34            消耗品費 426,368 234,238 192,130

35            修繕費 36,480 27,500 8,980

36            施設利用料 1,948,847 2,180,398 -231,551

37            製本印刷費 3,025,750 3,117,690 -91,940

38            水道光熱費 512,733 405,162 107,571

39            地代家賃 5,313,396 2,222,000 3,091,396

40            保険料 23,900 34,661 -10,761

41            諸謝金 1,061,054 928,917 132,137

42            租税公課 0 12,600 -12,600

43            支払負担金 283,506 441,937 -158,431

44            リース料 689,425 447,180 242,245

45            諸会費 313,000 429,000 -116,000

46            手数料 736,876 419,048 317,828

47            雑　費 3,684,334 1,077,595 2,606,739

48 　　経　常　費　用　計 53,567,196 45,229,208 8,337,988

49 　　当 期 経 常 増 減 額 -10,507,106 -2,139,405 -8,367,701

50 　２　経常外増減の部

51 　　(1)　経常外収益

52 　　　　 経常外収益計 0 0 0

53 　　(2)　経常外費用

54 　　　　 経常外費用計 158,510 0 158,510

55           ｿﾌﾄｳｴｱ除却損 158,510 0 158,510

56     当 期 経 常 外 増 減 額 -158,510 0 -158,510

57 　税引前当期一般正味財産増減額 -10,665,616 -2,139,405 -8,526,211

58 　法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

59 　当期一般正味財産増減額 -10,735,616 -2,209,405 -8,526,211

60 　一般正味財産期首残高 75,588,217 77,797,622 -2,209,405

61 　一般正味財産期末残高 64,852,601 75,588,217 -10,735,616

62 Ⅱ  指定正味財産増減の部

63 　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

64 　　指定正味財産期首残高 0 0 0

65 　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0

66 Ⅲ  基金増減の部

67 　　当期基金増減額 0 0 0

68 　　　基金期首残高 0 0 0

69 　　　基金期末残高 0 0 0

70 Ⅳ  正味財産期末残高 64,852,601 75,588,217 -10,735,616

(参考資料）  正味財産増減計算書（事業費・管理費合計表）　

（事業費+管理費） （事業費+管理費）
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第３号議案 年会費改定（値上げ）のお願い 

1. なぜ値上げが必要なのか（改定の理由） 

• 近年の物価上昇や郵便料金の改定等により、事務局の運営コストが増加しておりま

す 。令和 8年度予算編成において、約 900 万円の赤字（不足額見込：8,744,000

円）に陥る事態となりました。現在の会費水準では運営コストの吸収がすでに限界

に達しており、当会の健全な事業継続のために会費の見直しをご提案させていただ

きます。  

2. 改定の内容と見込まれる効果（50％値上げ案） 

• ご提案内容: 現在の年会費から一律 50％の値上げをお願いいたします 。  

• 改定の効果: 値上げに伴い仮に 10％の会員様が退会された場合でも、約 1,090 万

円の増収が見込めます 。  

• これにより赤字が確実に解消され、予備費を確保した健全な法人会運営へと回復さ

せることができます 。  

3. 新しい会費額一覧（年額） 

資本金または組織区分 現在の会費 50％値上げ後（改定案） 

～300 万円未満 

(支店・営業所・個人事業主) 
6,000 円 9,000 円 (月 750 円) 

300 万円以上～1,000 万円未満 

(公益・医療・社団・財団・認定 NPO 等) 
12,000 円 18,000 円 (月 1,500 円) 

1,000 万円以上～5,000 万円未満 18,000 円 27,000 円 (月 2,250 円) 

5,000 万円以上～1億円未満 24,000 円 36,000 円 (月 3,000 円) 

1 億円以上～10億円未満 48,000 円 72,000 円 (月 6,000 円) 

10 億円以上～100 億円未満 60,000 円 90,000 円 (月 7,500 円) 

100 億円以上～ 72,000 円 108,000 円 (月 9,000 円) 
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(2) 総務委員会

1 (3) 青年部会

2 (4) 女性部会

3 4

4 (1) 公益事業委員会

5 (2) 総務委員会

6 (3) 総務委員会

7 (4) 厚生委員会

8 (5) 厚生委員会

9 5

(1) 公益事業委員会

1 所　　掌 (2) 公益事業委員会

(1) 税制委員会 6

(2) 税制委員会 (1) 厚生委員会

(3) 税制委員会 (2) 厚生委員会

(4) 税制委員会 (3) 厚生委員会

(5) 税制委員会 (4) 厚生委員会

(6) 税制委員会 (5) 厚生委員会

(7) 税制委員会 (6) 厚生委員会

(8) 税制委員会 7

(9) 税制委員会 (1) 厚生委員会 青年部会 女性部会

(10) 地区会 (2) 青年部会 女性部会

(11) 青年部会・女性部会 (3) 地区会 総務委員会

(12) 税制委員会 (4) 青年部会

(13) 青年部会・女性部会 (5) 青年部会

(14) 公益事業委員会 広報委員会 (6)
交流 総務 組織
公益事業

2 8

(1) 総務委員会 (1) 総務委員会

(2)
公益事業委員会・青年部会・
女性部会 (2) 総務委員会

(3) 広報委員会 (3) 組織委員会

3 (4) 地区会

(1) 税制委員会 総務委員会 (5) 総務委員会、組織委員会法人会の組織や体系のあり方、事業・運営のあり方等に関する検討

麹町管内税務連絡協議会

令和８年度　基本方針及び事業計画

　その他法人の目的を達成するために必要な事業の実施

通常総会・理事会・正副会長会・常任理事会・正副地区長部会長会議
の開催

事務局の効率化及び退会・未納会費発生防止策の推進

会員増強活動の推進

地区会活動役員の増強

青年・女性部会　合同研修会

地区会の会員増強対策

親善スポーツ事業

親善ボウリング大会

異業種交流の推進

貸倒保障制度（取引信用保険）の普及推進

総合火災共済制度の普及推進

特定退職金共済制度の普及推進

地域社会貢献活動に取り組んでいる団体との連携活動

　会員の福利厚生に資する事業の実施

経営者大型保障制度の普及推進

経営保全プランの普及推進

がん保険制度の普及推進

税制改正の提言

　税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業の実施

一般市民向け租税教育

　納税意識の高揚を目的とする事業の実施

全国青年の集い

全国女性フォーラム

　地域企業の健全な発展に資する事業の実施

簿記教室  

経済講演会・文化講演会

中小企業セミナー（東京商工会議所との共催）

福利厚生関連セミナー

企業セミナー

　地域社会への貢献を目的とする事業の実施

地球温暖化対策報告書制度の推進

　会員の交流に資するための事業の実施

教養文化研修会

青年部会・女性部会の税務研修会

koujimachi情報誌の作成およびﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる情報の発信

秋季税務研修会

小学生の租税教育

e-Tax・eL-TAXの利用促進を目的とした研修会など

納税表彰式

第一ブロック税務研修会

地区会税務研修会

個別事業

　変革の時代に対応した税制の研究を進め、会員のニーズを汲み上げつつ、税制改正要望の実現
を目指す。

　真に会員の立場に立った福利厚生事業を推進する。

　情報誌の内容の刷新を図り、公益性の充実を目指し、知名度の向上に努める。

　地区・支部活動活性化に資するため、地域密着の貢献活動の充実を図る。

　税知識の普及を目的とする事業の実施

新設法人説明会

決算期法人説明会

法人税関係説明会

源泉所得税等説明会

年末調整説明会

消費税関係説明会

公益法人等への法人税等説明会

東京国税局所管法人への法人税等説明会

基本方針

　e-Tax・eL-TAX及び自主点検チェックシート・ガイドブックの普及活動を積極的に推進する。

　デジタル技術を活用し、地域企業のニーズを基に、情報提供の価値向上に努める。

　税知識の向上を目指し、税務研修会の一層の充実を図る。

　会員増強については会全体で取り組み、組織基盤の強化を図る。

　事業活動の更なる充実を図るため、各種講演会や特別研修会等を積極的に開催する。

令和８年度　基本方針及び事業計画　
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(2) 総務委員会

1 (3) 青年部会

2 (4) 女性部会

3 4

4 (1) 公益事業委員会

5 (2) 総務委員会

6 (3) 総務委員会

7 (4) 厚生委員会

8 (5) 厚生委員会

9 5

(1) 公益事業委員会

1 所　　掌 (2) 公益事業委員会

(1) 税制委員会 6

(2) 税制委員会 (1) 厚生委員会

(3) 税制委員会 (2) 厚生委員会

(4) 税制委員会 (3) 厚生委員会

(5) 税制委員会 (4) 厚生委員会

(6) 税制委員会 (5) 厚生委員会

(7) 税制委員会 (6) 厚生委員会

(8) 税制委員会 7

(9) 税制委員会 (1) 厚生委員会 青年部会 女性部会

(10) 地区会 (2) 青年部会 女性部会

(11) 青年部会・女性部会 (3) 地区会 総務委員会

(12) 税制委員会 (4) 青年部会

(13) 青年部会・女性部会 (5) 青年部会

(14) 公益事業委員会 広報委員会 (6)
交流 総務 組織
公益事業

2 8

(1) 総務委員会 (1) 総務委員会

(2)
公益事業委員会・青年部会・
女性部会 (2) 総務委員会

(3) 広報委員会 (3) 組織委員会

3 (4) 地区会

(1) 税制委員会 総務委員会 (5) 総務委員会、組織委員会法人会の組織や体系のあり方、事業・運営のあり方等に関する検討

麹町管内税務連絡協議会

令和８年度　基本方針及び事業計画

　その他法人の目的を達成するために必要な事業の実施

通常総会・理事会・正副会長会・常任理事会・正副地区長部会長会議
の開催

事務局の効率化及び退会・未納会費発生防止策の推進

会員増強活動の推進

地区会活動役員の増強

青年・女性部会　合同研修会

地区会の会員増強対策

親善スポーツ事業

親善ボウリング大会

異業種交流の推進

貸倒保障制度（取引信用保険）の普及推進

総合火災共済制度の普及推進

特定退職金共済制度の普及推進

地域社会貢献活動に取り組んでいる団体との連携活動

　会員の福利厚生に資する事業の実施

経営者大型保障制度の普及推進

経営保全プランの普及推進

がん保険制度の普及推進

税制改正の提言

　税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業の実施

一般市民向け租税教育

　納税意識の高揚を目的とする事業の実施

全国青年の集い

全国女性フォーラム

　地域企業の健全な発展に資する事業の実施

簿記教室  

経済講演会・文化講演会

中小企業セミナー（東京商工会議所との共催）

福利厚生関連セミナー

企業セミナー

　地域社会への貢献を目的とする事業の実施

地球温暖化対策報告書制度の推進

　会員の交流に資するための事業の実施

教養文化研修会

青年部会・女性部会の税務研修会

koujimachi情報誌の作成およびﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる情報の発信

秋季税務研修会

小学生の租税教育

e-Tax・eL-TAXの利用促進を目的とした研修会など

納税表彰式

第一ブロック税務研修会

地区会税務研修会

個別事業

　変革の時代に対応した税制の研究を進め、会員のニーズを汲み上げつつ、税制改正要望の実現
を目指す。

　真に会員の立場に立った福利厚生事業を推進する。

　情報誌の内容の刷新を図り、公益性の充実を目指し、知名度の向上に努める。

　地区・支部活動活性化に資するため、地域密着の貢献活動の充実を図る。

　税知識の普及を目的とする事業の実施

新設法人説明会

決算期法人説明会

法人税関係説明会

源泉所得税等説明会

年末調整説明会

消費税関係説明会

公益法人等への法人税等説明会

東京国税局所管法人への法人税等説明会

基本方針

　e-Tax・eL-TAX及び自主点検チェックシート・ガイドブックの普及活動を積極的に推進する。

　デジタル技術を活用し、地域企業のニーズを基に、情報提供の価値向上に努める。

　税知識の向上を目指し、税務研修会の一層の充実を図る。

　会員増強については会全体で取り組み、組織基盤の強化を図る。

　事業活動の更なる充実を図るため、各種講演会や特別研修会等を積極的に開催する。
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小　　計 小　　計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 １ 経常増減の部

　(1) 経常収益

　　　基本財産運用益

　  　　基本財産受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      特定資産運用益

    　  特定資産受取利息 0 0 0 52,500 52,500 5,250 5,250 10,500 7,000 70,000

      会費収益

        正会員会費収益 0 0 0 12,950,000 12,950,000 0 0 0 12,950,000 25,900,000

      事業収益

　　　　研修会事業収益 110,000 220,000 0 0 330,000 0 220,000 220,000 0 550,000

      補助金等収益

        受取東法連補助金 80,000 0 400,000 0 480,000 320,000 0 320,000 800,000 1,600,000

        受取全法連補助金A 0 0 0 11,700,000 11,700,000 0 0 0 0 11,700,000

      雑収益

        受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000

        雑収益 0 0 0 0 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000

 経 常 収 益 計 190,000 220,000 400,000 24,702,500 25,512,500 325,250 225,250 550,500 15,767,000 41,830,000

  (2) 経常費用

      事　業　費 24,097,710 3,728,510 2,521,480 4,800,000 35,147,700 6,859,600 1,936,170 8,795,770 43,943,470

        役員報酬 1,620,000 360,000 324,000 0 2,304,000 864,000 36,000 900,000 396,000 3,204,000

        給料手当 4,950,000 1,100,000 990,000 0 7,040,000 2,640,000 110,000 2,750,000 1,210,000 9,790,000

　　　　賞与手当 1,125,000 250,000 225,000 0 1,600,000 600,000 25,000 625,000 275,000 2,225,000

　　　　臨時雇賃金 0 0 0 4,800,000 4,800,000 0 0 0 0 4,800,000

　　　　退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　退職給付共済掛金 10,800 2,400 2,160 0 15,360 5,760 240 6,000 2,640 21,360

　　　　福利厚生費 1,035,000 230,000 207,000 0 1,472,000 552,000 23,000 575,000 253,000 2,047,000

　　　　通勤手当 157,500 35,000 31,500 0 224,000 84,000 3,500 87,500 38,500 311,500

　　　　会議費 0 300,000 0 0 300,000 0 1,400,000 1,400,000 300,000 1,700,000

　　　　旅費交通費 285,000 139,000 57,000 0 481,000 152,000 6,000 158,000 361,000 639,000

　　　　通信運搬費 3,729,000 0 22,000 0 3,751,000 1,320,000 33,000 1,353,000 396,000 5,104,000

　　　　情報システム費 542,400 0 3,200 0 545,600 192,000 4,800 196,800 57,600 742,400

　　　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 200,000 0

　　　　消耗什器備品費 67,800 0 400 0 68,200 24,000 600 24,600 7,200 92,800

　　　　消耗品費 264,500 10,500 34,200 0 309,200 12,500 0 12,500 178,300 321,700

　　　　修繕費 26,600 5,350 5,200 0 37,150 3,150 1,050 4,200 8,650 41,350

　　　　施設利用料 720,000 720,000 0 0 1,440,000 0 180,000 180,000 180,000 1,620,000

　　　　製本印刷費 2,400,000 0 0 0 2,400,000 0 0 0 600,000 2,400,000

　　　　水道光熱費 239,400 48,150 46,800 0 334,350 28,350 9,450 37,800 77,850 372,150

　　　　地代家賃 2,500,400 502,900 488,800 0 3,492,100 296,100 98,700 394,800 813,100 3,886,900

　　　　保険料 15,960 3,210 3,120 0 22,290 1,890 630 2,520 5,190 24,810

　　　　諸謝金　　 2,192,000 0 0 0 2,192,000 0 0 0 548,000 2,192,000

　　　　租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 0

　　　　支払負担金 175,000 0 0 0 175,000 0 0 0 175,000 175,000

　　　　リース料 506,100 10,500 16,100 0 532,700 37,100 4,200 41,300 126,000 574,000

　　　　諸会費 160,000 0 0 0 160,000 0 0 0 160,000 160,000

　　　　手数料 617,250 7,500 12,000 0 636,750 30,750 0 30,750 82,500 667,500

　　　　雑費 758,000 4,000 53,000 0 815,000 16,000 0 16,000 169,000 831,000

公益2
地域企業
の健全な
発展目的

事業

令和 8年度　正味財産増減予算書（内訳表）

令和8年4月1日～令和9年3月31日まで 
（単位：円）

科        目

法人会計 合　　計

公益1
税知識普及・
納税意識高

揚・税制税務
調査研究・提
言に関する事

公益3
地域社会
への貢献
目的事業

公益共通 収益1
会員福利
厚生等目
的事業

その他１
会員交流
目的事業
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